
Ⅸ．連結情報

1.グループの概況

（１）グループの事業系統図

　北九州農業協同組合のグループは、当組合、㈱ＪＡ北九絆ファームの２社で構成されています。

　グループ1社は、当年度及び前年度において連結自己資本比率を算出する対象となる連結子会社です。

（２）グループの概況

名称
主たる営業所
又は事務所の

所在地
事業の内容 設立年月日

資本金
又は出資金

当ＪＡの
議決権比率

他の子会社等
の議決権比率

㈱ＪＡ北九絆
ファーム

北九州市
小倉南区

曽根新田北
1-1-1

農地維持保全
管理事業

平成23年
10月　１日

15百万円 100% 0%

2.連結事業概況（３年度）

（１）事業の概況

　　令和3年度の当ＪＡの連結決算は、グループ子会社１社を連結しています。

　　連結決算の内容は、連結経常収益555百万円、連結当期剰余金324百万円、連結純資産14,954百万円

　　連結総資産278,914百万円、連結自己資本比率は11.88%となりました。

（２）連結子会社の事業概況

　◆株式会社ＪＡ北九絆ファーム

　　①イノシシによる獣害で水稲は計画より大きく減収する結果となりました。

　　②米の生産調整を米粉約7haで行いました。

　　③水稲の裏作でブロッコリー栽培を行い、全量ふくれん直方へ出荷しました。
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3.直近の連結事業年度における財産の状況

◆直近5年間連結事業年度の主要な経営指標

（単位：百万円、％）

 連結経常利益（事業収益） 7,307 7,307 6,923 6,605 6,605

 信用事業収益 2,091 2,211 2,087 1,903 1,875

 共済事業収益 1,489 1,378 1,269 1,232 1,128

 農業関連事業収益 2,524 2,541 2,412 2,475 2,309

 その他事業収益 1,204 1,176 1,154 993 984

 連結経常利益 425 614 503 506 555

 連結当期剰余金 △ 85 △ 579 △18 96 324

 連結純資産額 15,580 15,027 14,888 14,864 14,954

 連結総資産額 269,710 277,858 275,671 273,669 278,914

 連結自己資本比率 13.41 ％ 12.06 ％ 11.80 ％ 12.02 ％ 11.88 ％

（注）

・当期剰余金は、銀行等の当期利益に該当するものです。

・「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」に基づき算

　出しております。

項目 ２年度 ３年度元年度30年度29年度
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４．決算の状況

　◆連結貸借対照表

（単位：千円）

２年度 ３年度 ２年度 ３年度

資産の部 負債の部

1.信用事業資産 255,956,826 260,884,261 1.信用事業負債 254,480,952 259,680,938

 (1) 現金及び預金 194,558,474 196,967,005  (1) 貯　金 253,834,724 258,857,726

 (2) 有価証券 10,147,962 10,984,690  (2) 借入金 127,384 130,368

 (3) 貸出金 51,293,832 52,963,344  (3) その他の信用事業負債 518,843 692,844

 (4) その他の信用事業資産 162,749 153,668 2.共済事業負債 719,192 685,468

 (1) 共済資金 345,254 316,023

 (5) 貸倒引当金 △206,191 △184,447  (2) その他の共済事業負債 373,938 369,445

2. 共済事業資産 684 569 3.経済事業負債 811,863 943,270

 (1) その他の共済事業資産 684 569  (1) 支払手形及び経済事業未払金 266,167 296,832

 (2) その他の経済事業負債 545,696 646,437

3. 経済事業資産 829,958 947,899 4.雑負債 669,035 599,472

 (1) 受取手形及び経済事業未収金 431,980 417,079 5.諸引当金 1,314,124 1,250,125

 (2) 棚卸資産 142,783 173,368  (1) 賞与引当金 196,962 187,602

 (3) その他の経済事業資産 310,666 408,121  (2) 退職給付に係る負債 697,545 662,787

 (4) 貸倒引当金 △55,472 △50,668  (3) 役員退職慰労引当金 86,687 106,052

4. 雑資産 802,863 743,128  (４)特例業務負担金引当金 332,929 293,684

5. 固定資産 8,256,087 8,480,699 6.再評価に係る繰延税金負債 809,930 800,755,731

 (1) 有形固定資産 8,236,057 8,461,571 　　　　負債の部合計 258,805,099 263,960,031

　　　建　　物 (6,411,740) (6,673,269) 純資産の部

　　　機械装置 (1,242,477) (1,298,150) 1.組合員資本 12,492,514 12,794,433

　　　土　　地 (5,568,030) (5,522,627) （1）出資金 3,497,541 3,464,502

　　　建設仮勘定 (11,976) (24,654) （2）資本剰余金 10,237 10,237

　　　その他の有形固定資産 (1,680,344) (1,762,586) （3）利益剰余金 9,070,266 9,373,348

　　　減価償却累計額 (△6,678,510) (△6,819,716) （4）処分未済持分 △85,480 △53,605

 (2) 無形固定資産 20,029 19,128 （5）子会社の所有する親組合出資金 △50 △50

　　　その他の無形固定資産 20,029 19,128 2.評価・換算差額等 2,372,325 2,159,759

6. 外部出資 7,629,042 7,629,042 （1）その他有価証券評価差額金 422,415 221,207

 (1) 外部出資 7,629,042 7,629,042 （2）土地再評価差額金 1,972,083 1,959,366

7. 退職給付に係る資産 0 0 （3）退職給付に係る調整累計額 △22,174 △20,814

8. 繰延税金資産 194,476 228,624 3.非支配株主持分 0 0

9. 繰延資産 0 0 　　　　純資産の部合計 14,864,839 14,954,193

資　　産　　合　　計 273,669,939 278,914,224 負債及び純資産合計 273,669,939 278,914,224
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　◆連結損益計算書

（単位：千円）

２年度 ３年度 ２年度 ３年度

1.事  業  総  利  益 3,704,184  3,594,910  （７）販売事業収益 643,403  624,576  

（１）信用事業収益 1,903,608  1,875,956  　　　販売品販売高 390,653  380,137  

　　　資金運用収益 1,822,567  1,792,246  　　　販売手数料 221,076  213,836  

　　（うち預金利息） (990,476) (970,613) 　　　その他の収益 31,673  30,602  

　　（うち有価証券利息配当金） (124,729) (120,160) （８）販売事業費用 455,178  444,803  

　　（うち貸出金利息） (574,438) (572,764) 　　　販売品販売原価 295,582  286,521  

　　（うちその他受入利息) (132,922) (128,708) 　　　販売費 25,078  26,476  

　　　役務取引等収益 58,150  60,212  　　　その他の費用 134,518  131,804  

　　　その他事業直接収益 0  0   販 売 事 業 総 利 益 188,224  179,773  

　　　その他経常収益 22,890  23,496  （９） 葬祭仕出生花事業収益 638,935  657,172  

（２）信用事業費用 338,645  329,927  （10）葬祭仕出生花事業費用 343,374  344,119  

　　　資金調達費用 106,472  73,720   葬 祭 仕 出 生 花 事 業 総 利 益 295,560  313,053  

　　（うち貯金利息） (105,507) (73,037) （11） その他事業収益 354,559  327,418  

　　（うち給付補てん備金繰入） (227) (135) （12） その他事業費用 198,638  160,704  

　　（うち借入金利息） (737) (548)  そ の 他 事 業 総 利 益 155,921  166,714  

　　　役務取引等費用 161,324  154,965  2.事  業  管  理  費     3,366,122  3,263,090  

　　　その他経常費用 70,848  101,240  （１）人  件  費 2,531,811  2,440,446  

　　（うち貸倒引当金繰入額等） (△43,269) (△21,743) （２）その他事業管理費 834,310  822,643  

 信 用 事 業 総 利 益 1,564,962  1,546,029    事   業   利   益 338,062  331,819  

3.事  業  外  収  益 215,783  299,563  

（３）共済事業収益 1,232,646  1,128,570  （１）受取雑利息      664  653  

　　　共済付加収入 1,127,093  1,081,699  （２）受取出資配当金  107,884  124,967  

　　　その他の収益 105,552  46,871  （３）その他事業外収益 107,234  173,943  

（４）共済事業費用 50,616  41,637  4.事  業  外  費  用 47,504  75,502  

　　　共済推進費及び共済保全費 37,274  27,384  （１）支払雑利息      3,358  3,466  

      その他の費用 13,342  14,252  （２）その他事業外費用 44,146  72,035  

 共 済 事 業 総 利 益 1,182,029  1,086,933    経    常    利    益 506,340  555,881  

（５）購買事業収益 1,832,536  1,685,418  5.特   別   利   益 33,986  17,540  

　　　購買品供給高 1,799,662  1,631,468  （１）一般補助金 24,315  0  

　　　購買手数料 0  16,223  （２）固定資産処分益 0  6,659  

　　　その他の収益 32,874  37,726  （３）その他特別利益 9,671  10,880  

（６）購買事業費用 1,515,050  1,383,011  6.特   別   損   失 305,386  150,111  

　　　購買品供給原価 1,426,956  1,293,128  （１）固定資産処分損 41,616  10,026  

　　　購買品供給費 32,090  34,621  （２）固定資産圧縮損 24,315  0  

　　　その他の費用 56,002  55,262  （３）その他の特別損失 0  0  

 購 買 事 業 総 利 益 317,485  302,406  （４）減損損失 239,454  140,085  

 税 金 等 調 整 前 当 期 利 益 234,940  423,309  

 法人税・住民税及び事業税 84,227  108,542  

 法人税等調整額 53,760  △9,365  

 法 人 税 等 合 計 137,987  99,176  

 当  期  利  益  金 96,953  324,132  
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 ◆連結注記表等

 ○令和２年度注記表

  株式会社 ＪＡ北九絆ファーム 令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

　◇ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　１．固定資産の減価償却の方法

　　　　建物以外の有形固定資産･････････････定率法

　　２．計算書類作成のための重要な事項

　　　　消費税の会計処理････････････････税抜方式

　◇ 貸借対照表等に関する注記

　　１．資産項目別の減価償却累計額の金額 （単位：千円）

機 械 ・ 装 置 9,997

　　２．当期純利益の金額 （単位：千円）

当 期 純 利 益 金 額 644

　◇ 株主資本等変動計算書に関する注記

　　１．自己株式の数 ３００株

 ○令和3年度注記表

  株式会社 ＪＡ北九絆ファーム 令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

　◇ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　１．固定資産の減価償却の方法

　　　　建物以外の有形固定資産･････････････定率法

　　２．計算書類作成のための重要な事項

　　　　消費税の会計処理････････････････税抜方式

　◇ 貸借対照表等に関する注記

　　１．資産項目別の減価償却累計額の金額 （単位：千円）

機 械 ・ 装 置 10,538

　　２．当期純利益の金額 （単位：千円）

当 期 純 利 益 金 額 930

　◇ 株主資本等変動計算書に関する注記

　　１．自己株式の数 ３００株
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 ◆連結剰余金処分計算書

（単位：千円）

２年度 ３年度

10,237 10,237

0 0

0 0

10,237 10,237

9,000,371 9,070,266

103,748 336,850

96,953 324,132

6,795 12,717

33,854 33,767

33,854 33,767

0 0

9,070,266 9,373,348

（百万円）

２年度 ３年度 増減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 0

0

 ３ヵ月以上延滞債権 0

 貸出条件緩和債権額 0

小計

正常債権額

合計 0

（注）1.破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　　　　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥ってい

　　　る債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。 

　　　2.危険債権

　　　　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

　　　った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいいます。

　　　3.要管理債権

　　　　4.三月以上延滞債権と５．「貸出条件緩和債権」の合計額をいいます。

　　　4.三月以上延滞債権

　　　　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債

　　　権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものをいいます。 

　　　5.貸出条件緩和債権

　　　　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

　　　の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権

　　　及びこれらに準ずる債権、危険債権および三月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

　　　6.正常債権

　　　　債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記に掲げる債権以外のも

　　　のに区分される債権をいいます。

（資本剰余金の部）

１　資本剰余金期首残高

２　資本剰余金増加高

３　資本剰余金減少高

４　資本剰余金期末残高

　　　配当金

要管理債権額

危険債権額

5.農協法に基づく開示債権

（利益剰余金の部）

　　　会計方針の変更による累積影響額

４　利益剰余金期末残高

１　利益剰余金期首残高

２　利益剰余金増加高

　　　当期剰余金

　　　　土地再評価差額金取崩額

３　利益剰余金減少高

95 



6.連結事業年度の事業別経常収益等

（単位：百万円）

区分 項目 ２年度 ３年度

事業収益 1,903 1,875

経常利益 412 434

資産の額 255,956 260,884

事業収益 1,232 1,128

経常利益 368 313

資産の額 1 1

事業収益 2,112 2,050

経常利益 △ 231 △ 189

資産の額 828 947

事業収益 1,349 1,235

経常利益 △ 36 3

資産の額 16,883 17,081

事業収益 6,598 6,290

経常利益 512 561

資産の額 273,669 278,914

（注）連結事業収益は、銀行等の連結経常収益に相当するものです。

7.連結自己資本の充実の状況

◆連結自己資本比率の状況

　　令和４年３月末における自己資本比率は、11.88％となりました。

　　連結自己資本は、組合員の普通出資によっています。

　当ＪＡは、適正なプロセスにより自己資本比率を正確に算出し、当組合が抱える信用リスク

やオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図

るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎項目に算入した額 13,003百万円（前年度12,821百万円）

項目 内容

発行主体 北九州農業協同組合

信用事業

共済事業

農業関連事業

その他事業

計
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◆自己資本の構成に関する事項

（単位：百万円、％）

コア資本にかかる基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額 12,458 12,760

うち、出資金及び資本準備金の額 3,507 3,474

うち、再評価積立金の額 0 0

うち、利益剰余金の額 9,070 9,373

うち、外部流出予定額　（△） △ 33 △ 33

うち、上記以外に該当するものの額 △ 85 △ 53

コア資本に算入される評価・換算差額等 △ 22 △ 20

うち、退職給付に係るものの額 △ 22 △ 20

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 0 0

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 9 15

うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 9 15

うち、適格引当金コア資本算入額 0 0

うち、回転出資金の額 0 0

うち、上記以外に該当するものの額 0 0

コア資本にかかる基礎項目の額　　　　　　　　　　　（イ） 12,821 13,003

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む）の額 0 0

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 0 0

適格引当金不足額 0 0

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 0 0

退職給付に係る資産の額 0 0

0 0

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 0 0

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 0 0

特定項目に係る十パーセント基準超過額 0 0

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 0 0

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　　　（ロ） 20 19

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ））　　　　　　　　　　（ハ） 12,801 12,984

項 目 ２年度 ３年度

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額

0 0

コア資本にかかる調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを
除く。）の額の合計額

20 19

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手
段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

0 0

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

375 248

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額

0 0

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係る
もの以外の額

20 19

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算
入される額

0 0

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに
関連するものの額

0 0

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資
産に関連するものの額

0 0

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連
するものの額

0 0

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに
関連するものの額

0 0

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資
産に関連するものの額

0 0

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連
するものの額

0 0
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項 目 ２年度 ３年度

信用リスク・アセットの額の合計額 98,871 101,725

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 1,628 △ 1,650

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー 4,410 4,410

うち、上記以外に該当するものの額 0 0

信用リスク・アセット調整額 0 0

オペレーショナル・リスク相当額調整額 0 0

リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　　　（ニ） 106,478 109,328

連結自己資本比率

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 12.02 11.88

（注）

１．農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」に基づき算出しています。

２．当連結グループは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、信用リスク削減手法

　の適用にあたっては簡便手法、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を

　採用しています。

３．当連結グループが有するすべての自己資本とリスクを対比して、連結自己資本比率を計算しています。

リスク・アセット等

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係
るものの額

2,782 2,760

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除し
て得た額

7,607 7,603
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◆自己資本の充実度に関する事項
　◇信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

（単位：百万円）

信用リスク・アセット

a b＝a×4% a b＝a×4%

我が国の中央政府及び中央銀行向け 2,177 0 0 2,474 0 0 

我が国の地方公共団体向け 1,846 0 0 1,669 0 0 

地方公共団体金融機構向け 300 30 1 300 30 1 
我が国の政府関係機関向け 1,604 90 4 1,403 80 3 

地方三公社向け 200 0 0 200 0 0 

金融機関及び第一種金融商品取引業
者向け

195,173 39,034 1,561 197,682 39,536 1,581 

法人等向け 3,481 2,577 103 5,538 3,941 158 

中小企業及び個人向け 5,892 3,740 149 6,285 4,084 163 

抵当権付住宅ローン 10,015 3,451 138 9,104 3,143 126 

不動産取得等事業向け 4,345 4,173 167 4,024 3,864 154 

３月以上延滞等 146 102 4 195 165 7 

信用保証協会等保証付 10,502 1,043 41 10,620 1,055 42 

共済約款貸付 0 0 0 0 0 0 

出資等 669 669 26 669 669 26 

他の金融機関等の対象資本調達手段 9,907 24,769 991 9,907 24,769 991 

特定項目のうち調整項目に算入され
ないもの

0 0 0 0 0 0 

リスク・ウェイトのみなし計算
（ルックスルー方式）

1,300 2 0 1,700 2 0 

複数の資産を裏付とする資産（所謂
ファンド）のうち、個々の資産の把
握が困難な資産

0 0 0 0 0 0 

証券化 0 0 0 0 0 0 

経過措置によりリスク・アセットの
額に算入されるもの

0 2,782 0 0 2,760 0 

上記以外 22,468 16,407 656 23,479 17,627 705 

標準的手法を適用するエクスポー
ジャー別計

270,030 98,871 3,954 275,249 101,725 4,069 

ＣＶＡリスク相当額÷８％ 0 0 0 0 0 0 

中央清算機関関連エクスポージャー 0 0 0 0 0 0 

信用リスク・アセットの額の合計額 270,030 98,871 3,954 275,249 101,725 4,069 

（注）
1．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごと

　の種類ごとに記載しています。

2．「３月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポ

　ージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが150％

　になったエクスポージャーのことです。

３．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

４．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調達手段、コア

　資本に係る調整項目（無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）及び土地再評価差額金に係る経過措置により、リ

　スク・アセットに算入したもの、不算入としたものが該当します。

５．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門

　向け･国際開発銀行向け･取立未済手形･未決済取引･その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減

  手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。

２年度 ３年度

エクスポー
ジャーの
期末残高

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

エクスポー
ジャーの
期末残高

リスク・
アセット額

所要自己
資本額

99 



◇オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額及び基礎的手法の額

（単位：百万円）

a a

7,607 304 7,603 304

（注）

1.オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、当ＪＡでは基礎的手法を採用しています。

　　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

 粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額） ×15％

 直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

◇所要自己資本額

（単位：百万円）

リスク・アセット等 リスク・アセット等

（分母）合計 （分母）合計

a a

106,478 4,259 109,328 4,373

２年度 ３年度

所要自己資本額
b＝a×4%

所要自己資本額
b＝a×4%

２年度 ３年度

オペレーショナル・リスク
相当額を8%で除して得た額 所要自己資本額

b＝a×4%

オペレーショナル・リスク
相当額を8%で除して得た額 所要自己資本額

b＝a×4%
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◆信用リスクに関する事項

　◇標準的手法に関する事項

　　当組合では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法に

　より算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判

　定に当たり使用する格付等の次のとおりです。

（ア）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付

　　　けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

（イ）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リスク

　　　・スコアは、以下のとおりです。

（長期）  Ｆｉｔｃｈ

（短期）  Ｆｉｔｃｈ

 フィッチレーティングスリミテッド（Ｆｉｔｃｈ）

適 格 格 付 機 関

 株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

 株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）

 ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

 法人等向けエクスポージャー  Ｒ＆Ｉ，Ｍｏｏｄｙ’ｓ，ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリー・リスク・スコア

 金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

 法人等向けエクスポージャー  Ｒ＆Ｉ，Ｍｏｏｄｙ’ｓ，ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，
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◇信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び主な種類別の内訳

（単位：百万円）

うち貸出金等 うち債券 うち貸出金等 うち債券

268,737 51,020 8,268 273,559 52,467 8,940 

262,268 50,529 8,952 266,060 51,859 8,570 

（注）

◇信用リスクに関するエクスポージャーの地域別の期末残高及び主な種類別内訳

（単位：百万円）

うち貸出金等 うち債券 うち貸出金等 うち債券
7,131 

268,730 51,020 8,268 273,559 52,467 8,940 

0 0 0 0 0 0 

268,730 51,020 8,268 273,559 52,467 8,940 

（注）

　

◇信用リスクに関するエクスポージャーの業種別の期末残高及び主な種類別の内訳

（単位：百万円）

うち貸出金等 うち債券 うち貸出金等 うち債券

 農業 24 24 0 31 31 0 

 林業 0 0 0 0 0 0 

 水産業 0 0 0 0 0 0 

 製造業 0 0 0 0 0 0 

 鉱業 0 0 0 0 0 0 

 建設・不動産

 業

 電気・ガス・

 熱供給・水道

 業

 運輸・通信業 1,905 0 1,905 2,105 0 2,105 

 金融・保険業 206,205 4,943 1,102 209,612 5,945 1,001 

 卸売・小売・

 飲食・サービ

 ス業

 日本国政府・

 地方公共団体

 その他 748 78 0 1,192 515 0 

44,314 44,270 0 44,456 44,406 0 

8,567 0 0 8,758 0 0 

268,730 51,020 8,268 273,559 52,467 8,940 

（注）

2.「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

２年度 ３年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高 信用リスクに関するエクスポージャーの残高

信用リスク期末残高

信用リスク平均残高

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし
計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）及びオフ・バ
ランス取引の与信相当額を含みます。

２年度 ３年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高 信用リスクに関するエクスポージャーの残高

国 内

国 外

合 計

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし
計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）及びオフ・バ
ランス取引の与信相当額を含みます。

２年度 ３年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高 信用リスクに関するエクスポージャーの残高

法
人

1,638 1,337 300 1,561 1,260 

101 101 0 93 

300 

1,204 0 1,204 1,604 0 1,604 

0 

4,024 266 3,758 4,143 214 3,928 

93 

個　　人

その他

合　　計

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし
計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）及びオフ・バ
ランス取引の与信相当額を含みます。
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◇信用リスクに関するエクスポージャーの残存期間別の期末残高及び主な種類別の内訳

（単位：百万円）

うち貸出金等 うち債券 うち貸出金等 うち債券

193,678 809 802 195,132 655 400 

4,696 4,094 601 4,380 3,979 401 

2,191 1,990 201 2,627 2,026 601 

3,521 2,644 878 3,414 2,561 852 

6,693 3,987 2,706 6,350 3,744 2,607 

40,966 36,782 3,080 44,532 38,850 4,079 

16,992 714 0 17,124 652 0 

268,730 51,020 8,268 273,559 52,467 8,940 

（注）

　

◇三月以上延滞エクスポージャーの期末残高の地域別の内訳

（単位：百万円）

146 194 

0 0 

146 194 

（注）

1.「三月以上延滞エクスポージャー」には、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している

　エクスポージャーをいいます。

◇三月以上延滞エクスポージャーの期末残高の業種別の内訳

（単位：百万円）

 農業

 林業

 水産業

 製造業

 鉱業

 建設・不動産業

 電気・ガス・熱供給・水道業

 運輸・通信業

 金融・保険業

 卸売・小売・飲食・サービス業

 日本国政府・地方公共団体

 その他

（注）

1.「三月以上延滞エクスポージャー」には、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している

　エクスポージャーをいいます。

２年度 ３年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高 信用リスクに関するエクスポージャーの残高

１年以下

１年超３年以下

３年超５年以下

５年超７年以下

７年超１０年以下

１０年超

0 0 

期限の定めないもの

合　　計

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし
計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）及びオフ・バ
ランス取引の与信相当額を含みます。

２年度 ３年度

国 内

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

個　　　人 135 187 

合　　　計 135 187 

0 0 

国 外

合 計

２年度 ３年度

法
人

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 

0 0 
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◇貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（単位：百万円）

目的使用 その他 目的使用 その他

14 9 - 14 9 9 15 - 9 15

285 252 - 285 252 252 219 - 252 219

285 252 - 285 252 252 219 - 252 219

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 農業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 林業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 建設・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 電気・ガス・熱供
 給・水道業

 運輸・通信業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 金融・保険業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 卸売・小売・飲食
 ・サービス業

 日本国政府・地方
 公共団体

 その他 16 14 0 16 14 14 11 0 14 11

268 238 0 268 238 238 208 0 238 208

区　分

２年度

　個別貸倒引当金

国 内

国 外

　一般貸倒引当金

３年度

期首残高 期中増加額

期中減少額

期末残高期中増加額

期中減少額

期首残高期末残高

0

個　　人

0 0

法
　
　
　
　
　
　
人

0 0 0

0

0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0
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◇貸出金償却の額

（単位：百万円）

 農業

 林業

 水産業

 製造業

 鉱業

 建設・不動産業

 電気・ガス・熱供給・水道業

 運輸・通信業

 金融・保険業

 卸売・小売・飲食・サービス業

 日本国政府・地方公共団体

 その他

◇信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスクウェイト1250％を適用する残高

（単位：百万円）

格付 格付 格付 格付

あり なし あり なし

 リスク・ウエイト 0％ 902 7,433 8,335 802 7,185 7,987 

 リスク・ウエイト 2％ 0 0 0 0 0 0 

 リスク・ウエイト 4％ 0 0 0 0 0 0 

 リスク・ウエイト 10％ 142 11,775 11,917 117 11,770 11,887 

 リスク・ウエイト 20％ 225 195,221 195,446 219 197,721 197,940 

 リスク・ウエイト 35％ 0 9,840 9,840 0 8,960 8,960 

 リスク・ウエイト 50％ 1,879 523 2,402 3,284 537 3,821 

 リスク・ウエイト 75％ 0 4,703 4,703 0 5,154 5,154 

 リスク・ウエイト 100％ 803 32,592 33,395 100 34,814 34,914 

 リスク・ウエイト 150％ 0 59 59 0 100 100 

 リスク・ウエイト 250％ 0 6,967 6,967 0 6,967 6,967 

 その他 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

3,951 269,113 273,064 4,522 273,208 277,730 

（注）

0 0 

0 0 

0 0 

２年度 ３年度

法

人

0 0 

0 0 

0 0 

0 

0 0 

0 0 

0 0 

２年度 ３年度

計 計

0 0 

0 0 

0 

個　　　人 0 0 

合　　　計 0 

３．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバ
ティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト1250％を適用したエク
スポージャーがあります。

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

0 

リスクウェイト1250％

計

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみ
なし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並び
にオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
２．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・
ウェイトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の
対象としています。
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◆信用リスク削減手法に関する事項

◇信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出

において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場

合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリスク・ウエ

イトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

　当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

　信用リスク削減手法として、｢適格金融資産担保｣､｢保証｣､｢貸出金と自組合貯金の相殺｣を

適用しています。

　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引

相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取

引をいいます。当ＪＡでは、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法

を用いています。

　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府

等、本邦地方公共団体、本邦政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行

及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付がＡ-またはＡ3

以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保

証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保証人のリスク・

ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その

他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを

示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自

組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が継続されな

いリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺後の額が、監視およ

び管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯

金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

　担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直

しを行っています。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。
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◇信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（単位：百万円）

適格金融 適格金融

資産担保 資産担保

 地方公共団体金融機構向け 0 0 0 0 

 我が国の政府関係機構向け 0 702 0 602 

 地方三公社向け 0 200 0 200 

 金融機関向け及び第一種金融

 商品取引業者向け

 法人等向け 4 0 3 0 

 中小企業等向け及び個人向け 152 543 118 530 

 抵当権住宅ローン 0 78 0 66 

 不動産取得等事業向け 0 22 0 17 

 ３月以上延滞等 0 0 2 0 

 証券化 0 0 0 0 

 中央清算機関 0 0 0 0 

 上記以外 68 0 3 0 

 合計 224 1,546 126 1,415 

（注）

1.「三月以上延滞」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している

　債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、

　「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです。

2.「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中

　央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産

　（固定資産等）が含まれます。

◆派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　　　　　　該当する取引はありません。

◆証券化エクスポージャーに関する事項

　　　　　　該当する取引はありません。

0 0 0 0 

区分

２年度 ３年度

保証 保証
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◆出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

◇出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「出資等その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部

出資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当組合においては、これらを①子

会社および関連会社株式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理してい

ます。　

　①子会社および関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当組合の事業

のより効率的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期

の決算書類の分析の他、毎月定期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に努めています。

　②その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リス

クの把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資

環境分析及びポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるととも

に経営層で構成する運用会議を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行ってい

ます。運用部門は理事会で決定した運用方針及び運用会議で決定された取引方針などに基づき、

有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引については企画管理部

門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告

しています。

　③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常

的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行

っています。

　なお、これらの出資等その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社

および関連会社については、取得原価を記載し、②その他有価証券については時価評価を行っ

た上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」として純資産の部

に計上しています。③系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応

じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、

注記表にその旨記載することとしています。
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◇出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

（単位：百万円）

上　場

非上場

合　計

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

◇出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

（単位：百万円）

上　場

非上場

合　計

◇貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（その他有価証券の評価損益等）

（単位：百万円）

上　場

非上場

合　計

◇貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関係会社株式の評価損益等）

（単位：百万円）

上　場

非上場

合　計

◇リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー

7,637 

２年度 ３年度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

売却益 売却損 償却額

0 0 0 0 

7,637 7,637 7,637 

7,637 7,637 7,637 7,637 

２年度 ３年度

売却益 売却損 償却額

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

２年度 ３年度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 0 0 0 

0 0 0 0 

0 0 0 0 

２年度 ３年度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 0 0 0 

0 0 0 0 

0 0 0 0 

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー 0 0

0 0

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポー
ジャー

0 0

２年度 ３年度

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー 1,300 1,700

マンデート方式を適用するエクスポージャー 0 0
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◆金利リスクに関する事項

◇金利リスクの算定手法の概要

◇金利リスクに関する事項

（単位：百万円）

当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 1,495 1,073 235 161

2 下方パラレルシフト 0 0 0 2

3 スティープ化 1,566 1,212

4 フラット化 0 30

5 短期金利上昇 278 203

6 短期金利低下 228 152

7 最大値 1,566 1,212 235 161

8 自己資本の額

当期末 前期末

12,984 12,823

　金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有価証券、貯金等）
が、金利の変動により発生するリスク量を見るものです。当組合では、市場金利が上下に２％変動した時に受ける金利リスク量を
算出することとしています。
要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出される要求払貯金のうち、引き出さ
れることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定義し、当組合では、普通貯金等の額の50％相当額を0～5年の期間に
均等に振り分けて（平均残存2.5年）リスク量を算定しています。
金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。
金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（▲）

IRRBB１：金利リスク

項番
⊿EVE ⊿NII
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